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▼
町
の
財
政
健
全
化
計
画
を
お
知
ら
せ
し
ま
す

平
成　

年
度
決
算
に
お
い
て
、

２０

町
の
借
金
の
返
済
額
の
大
き
さ
を
示
す

「
実
質
公
債
費
比
率
」
が　

･
２
％
と
な
り
、

３０

国
の
早
期
健
全
化
基
準
の　

％
を
超
え
て
い
る
た
め
、

２５

日
野
町
は
「
財
政
健
全
化
団
体
」
と
な
り
ま
し
た
。

　

こ
れ
に
合
わ
せ
、

財
政
の
早
期
健
全
化
を
目
指
し

「
財
政
健
全
化
計
画
」
を
策
定
し
ま
し
た
の
で
、

そ
の
内
容
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

 

町
で
は
、
こ
の
計
画
に
沿
っ
て
、

今
後
も
財
政
の
健
全
化
に
向
け
て
取
り
組
み
ま
す
。

皆
さ
ん
の
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

 

 

①平成初頭に庁舎建替えや道路など公共投資を行ったこと
②平成１２年の鳥取県西部地震からの復興に地方債を多く発行し、その返済時
　期が平成１７年から平成３０年ごろに集中してしまったこと
③普通交付税が減ったため、比率の分母となる標準財政規模が縮小したこと。
　借金した当時、公債費の一部は後に交付税で措置されることになっており、
　普通交付税が大幅に減ってしまうことは予測できなかった（実際には公債費

　への措置はされていたが、そのほかで措置される交付税が大幅に減少となった）

主な過去の地方債発行額および残高（単位 : 千円）

２１年度末残高借入金額許可年度事業名
８８３,０５０１,０８０,４００平成１３年度～臨時財政対策債

８５０,０５２１,４４４,１００平成１２～１４年度震災関連

１６２,２５０３４０,０００平成４年度庁舎建設

１４８,５１７１７６,４００平成１６年度統合保育所

平成２１年度から平成２５年度まで（５年間）

 

 

●適正規模の行財政運営を行う（身の丈に合った行政サービス）
●町債の計画的な発行により、中長期的な視点を持って行財政運営を行う
●物件費や人件費などの経常経費の抑制
●財政規律を厳守し、重点的な予算配分に努める
●貸借対照表、行政コスト計算書、資金収支計算書、純資産変動計算書の４表
　の整備を進め、行政改革に役立てる



①
負
担
金
な
ど
義
務
的
な
も
の

や
住
民
の
生
命
財
産
に
係
る
も

の
な
ど
、
緊
急
性
が
あ
る
も
の
の

み
地
方
債
を
発
行
す
る

※
今
後
予
定
さ
れ
て
い
る
地
方

債
を
発
行
す
る
事
業
＝
臨
時
財

政
対
策
債
・
奥
日
野
広
域
農
道
整

備
事
業
・
広
域
基
幹
林
道
宝
仏
山

線
開
設
事
業
・
小
学
校
耐
震
工

事
・
共
同
受
信
施
設
・
町
道
橋

り
ょ
う
修
繕
・
防
火
水
槽
整
備

②
平
成　

年
度
か
ら
下
水
道
料

１８

金
の
引
き
上
げ
を
行
い
、
特
別
会

計
へ
の
繰
出
金
を
抑
制
し
て
い

る③
町
民
へ
の
財
政
状
況
の
情
報

公
開
を
実
施

　

数
回
に
わ
た
る
説
明
会
を
行

い
、
財
政
の
現
状
に
つ
い
て
の
理

解
は
得
ら
れ
て
い
る
と
考
え
て

い
る
。
ま
た
、
今
後
も
町
民
の
立

場
で
理
解
し
や
す
い
資
料
を

作
っ
て
公
表
す
る

④
現
在
町
が
加
入
し
て
い
る
西

部
広
域
行
政
管
理
組
合
、
三
町
衛

生
施
設
組
合
、
日
野
病
院
組
合
に

も
、
負
担
金
の
軽
減
な
ど
引
き
続

き
事
業
の
精
査
を
求
め
る

⑤
歳
出
に
つ
い
て
は
、
人
件
費
、

補
助
費
、
物
件
費
な
ど
の
抑
制
を

引
き
続
き
行
う

①
現
状
の
分
析
＝
現
在
の
と
こ
ろ
、
町

の
財
政
推
計
の
と
お
り
順
調
に
推
移
し

て
い
る
が
、
高
齢
者
医
療
な
ど
の
法
改

正
や
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
対
策
な
ど
、
想

定
外
の
歳
出
も
生
じ
て
お
り
、
今
後
の

推
移
が
と
ら
え
に
く
い
。
ま
た
、
西
部

広
域
行
政
管
理
組
合
な
ど
の
一
部
事
務

組
合
へ
の
負
担
金
も
財
政
を
圧
迫
し
て

い
る
。
歳
入
で
は
、
税
源
移
譲
な
ど
に

よ
り
地
方
税
は
一
定
水
準
を
保
っ
て
い

る
が
、
今
後
は
高
齢
化
に
よ
る
現
役
世

代
の
減
少
に
よ
り
税
収
も
減
る
と
見
込

ま
れ
て
い
る
。

②
推
計
内
容
の
考
え
方
、
主
な
事
項

人
件
費
↓
平
成　

年
度
以
降
、　

％
以

１７

２０

上
の
職
員
を
削
減
し
て
い
る
が
、
引
き

続
き
２
減
１
増
で
算
定

物
件
費
↓
長
期
継
続
契
約
の
活
用
、
各

費
目
の
見
直
し
を
引
き
続
き
行
い
算
定

補
助
費
↓
平
成　

年
度
以
降
の
増
は
、

２１

国
の
財
政
措
置
を
反
映
し
、
病
院
へ
の

負
担
金
を
増
額
で
算
定
。
ま
た
、　

年
２４

以
降
は
公
債
費
の
償
還
終
了
に
よ
り
三

町
衛
生
施
設
組
合
の
負
担
金
が
減
と
な

る
予
定

繰
出
金
↓
平
成　

年
度
は
地
域
活
性
化

２１

･
経
済
危
機
対
策
事
業
を
活
用
し
た
普

通
建
設
費
に
充
て
る
繰
出
金
を
計
上
。

そ
の
後
は
償
還
の
ピ
ー
ク
が
過
ぎ
る
た

め
徐
々
に
減
少

普
通
建
設
費
↓
奥
日
野
広
域
農
道
整
備

事
業
、
広
域
基
幹
林
道
宝
仏
山
線
開
設

事
業
、
小
学
校
耐
震
工
事
、
共
同
受
信

施
設
、
町
道
橋
り
ょ
う
修
繕
、
防
火
水

槽
整
備

推
計
表
↓
ペ
ー
ジ
下
に
掲
載

 

 

　この計画に沿った行財政改革を進めることにより、平成　
　２５年度には早期健全化基準を下回る予定である

２５年度
(第５年度 )

２４年度
(第４年度 )

２３年度
( 第３年度 )

２２年度
( 第２年度 )

計画初年度
(２１年度 )

計画初
年度の
前年度

年度

健全化判断比率

-----
（１５）

-
（１５）

実質赤字比率

-----
（２０）

-
（２０）

連結実質赤字比率

２４.７２５２６.１２７.２３０.２
（２５）

３１
（２５）

実質公債費比率

１８９１８９１９０１９４１９６.３
（３５０）

２３６.１
（３５０）

将来負担比率

２５年度２４年度２３年度２２年度２１年度２０年度１９年度１８年度平成１７年度
353,410355,586367,484367,684389,578414,980414,458365,203361,942地方税
90,46890,46890,46890,46890,46896,71199,069137,457127,482地方譲与税等

1,794,3041,867,5321,894,2492,068,0082,0799131,966,6591,844,3861,791,1921,859,154地方交付税（含臨財債）

6286301,8482,6887,04916,34923,74523,42314,994分担金・負担金
42,60843,86243,97343,81145,34749,46851,98348,07641,864使用料・手数料

231,668210,322281,102250,377570,127312,850263,125267,599358,826国庫支出金
11,50011,50011,50010,50010,43135,44013,69720,953247,289繰入金
18,8507,55077,70026,85020,10021,60028,634124,610170,235地方債（除臨財債）
43,43158,93567,70677,268137,452158,216152,245246,247180,276諸収入、財産収入、寄附金等

2,586,8672,646,3852,836,0302,937,6543,350,4653,072,2732,891,3423,024,7603,362,059
552,923551,501576,019564,649554,222523,292548,147610,065680,721人件費

248,657242,016254,595259,933353,748217,911218,633213,970245,066物件費
18,11817,84718,55219,08218,50318,85416,35115,09522,179維持補修費

144,902145,281145,590145,989146,871140,378145,280142,255143,321扶助費
685,458705,865737,269750,835747,055656,309581,237633,237592,238補助金等
476,132520,869534,288616,658724,825695,964704,153760,978728,423公債費
327,929357,501355,128367,699464,314437,962385,973379,093393,140繰出金
65,13354,230158,11974,946203,129105,697114,031244,212394,671普通建設等
29,46834,46534,46234,459137,798151,89035,07351,75743,772貸付金、積立金等

2,548,7202,629,5752,814,0222,834,2503,350,4652,948,2572,748,8783,050,6623,243,531歳出計
38,14716,81022,008103,4040124,016142,464△ 25,902118,528差引

116,562△ 25,902差引累計


